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（1）　教員養成課程の研究会について
　教員の養成課程が，世界的に問題になっている。これは（1）先進国では小学校，中学校がほ
ぼ義務制（日米では高校も準義務制）となったので，学校教育（したがって教員養成）との関
係を考えないでは，国の将来が全く語りえなくなった。（H）とりわけそれを担う教員には，最
近の日新月歩の急激な社会進歩に対応していく資質が他の誰よりも求められている。（m）その
反面その社会進展に対応できない学校教育の現状から肝心の中・高生の叛乱，非行がめだち，
これに効果的に対応できる教員の資質の養成が早急に求められている。以上のような事情があ
り，今日程教員に求められるものが大であったことは，これまでにはなかったからだろう。
　わが国の教員養成は，戦前の教員養成だけを目的とする師範学校の閉鎖的ないわゆる目的養
成が，視野の狡い教師を作って国を誤らせる原因の一つにもなった。その反省から戦後は国の
将来を決定する教師は，すべて大学水準の教養が必要である。すなわち「真に望ましい教師
は，大学の自由で学問的な環境の中で，自主的な学習・研究を通じて学問を実感し，十分に広
く開かれた進路選択の保障のもとで積極的に教職を選ぶ者に期待し得る」　（日本教育学会）と
の考えから，大学ならどこでも養成できるという，いわゆる開放制をとった。この開放制の大
学は，（1）教員養成を目的とする大学，②教育学部か，教育学科を有する一般大学，（3）教職課程
のみによる一般大学，の三つのタイプに分けることもできよう。そして文部省は昭和33年の中
教審答申以来，この制度は反面，（a職能意識の欠落と学力や指導力の不足，（b）使命観の自覚の
不足，特に最近は，（c）教育実習生の氾濫という悪い結果もまねいた。このため現行の開放制の
原則は維持すべきだとはいいつつも，これを制限し，｛3）よりは（2｝，（2）よりは（1｝の方向へ一貫し
て傾斜させていこうとしているかにみえる。確かに開放制には弱点がないわけではない。特に
教育実習生数に比してこれを受け入れる付属小・中・高校を持たない点など，一般大学は教員
養成を目的として作られた大学ではないから当然の弱点≧なっている。
　しかし（aXbXc｝の強調による目的大学的な教員養成志向が，冒頭の今日教員養成に求められて
いる課題，特に（1）（H）の資質の養成に答えうることになるかどうか？　むしろそれこそが開
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放制がとられた意味ではなかったか？　目前の展望のみにとらわれて時流に逆向し，再び国を
誤らせないことが切に望まれる。
　このような重要な時期に直面して，立教大学の長尾十三二教授らの呼びかけにより，東京を
中心に二つの研究会が組織されている。関東地区私立大学教職課程研究会とその全国組織（代
表，長尾十三二教授），及び国公私立大の東京地区教育実習研究連絡協議会（会長，お茶の水
女子大小口忠彦教授）がそれである。ともに科学研究費（前者は4年目，後者は1年目）がつ
き研究が続けられている。明治大学としては前者には野辺忠郎教授，後者には筆者がともに世
話人として研究室を代表して出席している。それぞれ会報その他が出されているが，この年報
でもこの会の活動を中心に，まがり角にきている教員養成の問題が遂一とりあげられ，論じら
れるよう期待される。
（ll）　ロビン・ベドレー著「大学をすべての国民のものに」の書評について
　日本教育学会の機関紙「教育学研究」　（第48巻第1号，昭和56年3月）が書評欄で，表記の
書（筆者等訳，1980年，明治図書）をとりあげてくれた。ωその書評（菊地城司国立教育研究
所員）の中で，イギリスのA．H．　Halseyのこの本に関する書評の一部が，かなりのウエイト
をもって紹介されていた。ペドレーに会ってこのことにふれた時，それに対する回答を書いて
くれるよう頼んでおいた。その回答がとどいたので紹介させていただくことにした。　Halsey
の書評の方は「仕事をしないでいることを正当化することはむつかしい課題である」との表題
で，タイムズ（The　Times　Higher　Edllcation　GupPlement，1978年3月17日）に公表された
ものである。また菊池氏の書評でもそのさわりの部分が，きわめて効果的に紹介されている。
紙数の関係もあり，ここでははぶかせていただくことにした。
　因みにイギリスでは，1944年の教育法以後小学校を終えると，子どもたちはいわゆるイレヴ
ン・プラス（11歳頃の）試験によって，三つの型の中等学校一大学に通ずるグラマー・スク
ールと，二番目の成績の者の行くテクニカル・スクールと，三番目の成績の者の行くモダン・
スクールーにふるいわけられていた。ロビン・ペドレーはこのイレヴン・プラス試験を廃止
して，三つの型の中等学校を統合し，すべての子どもが一つの型の学校，すなわちコンプレヘ
ンシブ・スクール（彼のこの名の著書も明治図書から翻訳出版されている）に行ける体制をつ
くるために生涯をかけた人で，常にこの運動の中心にあった。現在ではこの中等段階までのコ
ンプレヘンシヴ化が一応実現し，いよいよ1980年代は保守派の牙城である複雑な大学段階の教
育の，コンプレヘンシヴ化の時だというのがこの本の主旨である。そしてそのための具体案
が，この本では提示されている。それが簡単にいえば，未曽有の経済危機に直面している今の
イギリスで，多数の者が仕事をしないで大学に通う制度を正当化するのは，たいへんな難題で
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あると，Halseyによって批判されているわけである。
　ともあれイギリスでは1918年の教育法以前には，教育は全くの私事と考えられていた。まさ
にその後の展開はめざましい。しかしサッチャ首相らの登場によって，この流れも現在はかな
りの程度の逆コースの波に洗われている。
　・Halseyの書評に対するロビン・ベドレーの回答。
　　　Halsey教授の私の本に対する，思慮深い，励ましを与える評が，日本の読者の目に留った
　　ことを，私は嬉しく思っている。
　　　要点をいえば，Halsey教授は成人教育の有効で，統合的な施設の案を示す前に，次のこと
　　についてもっと深く，　ミ遙かに巾広い視野。に立つて，論ずべきだといっている。すなわち（1）
　　教育と経済的効率との関係を論じた過去10年間の批判的文献，②教育が民主主義にとって不可
　　欠であるとする論，｛3｝大学の伝統的な性質についての保守的な擁護，そして最後に（4）働かない
　　でいることの困難な正当化である。
　　　現行の構造上の変更をあえて提示する前に，私がこの広大な案に着手するのを控えたのに
　　は，二つの理由があった。一つは，そのような重要で遠大な研究は，大きな学問的尊敬を獲得
　　したかもしれないが，実際には学者一それもそれを研究している少数の学者によってのみ読
　　まれることになり，自責の念にかられたであろう。そして私の実行案は，実行しようとしてい
　　る人々にも，また実行を促進しようとしている地位にある人々の手にもとどかなかったであろ
　　う。出版者と私は，学校終了後の複雑な教育状況についての簡明で徹底した，（できれば）読
　　み易い説明が，直ぐにも求められていると感じていた。それは続く2，3年の重大な決定を生
　　みだす，問題点を明らかにしようとするものセあった。私たちが特に意識した読者は，貧乏な
。　学生，多忙な行政者たち，教育委員会のメンバー，政治活動家（どの方向であれ），そして大
　　きな構造上の変化が起っても驚かない，カレッジや高等工芸学校，及び大学の少数の人々であ
　　ったから。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第二の理由は，私は成人教育の現状に急激な変化を，今もそうだが，望まなかった。すなわ
　　ち私の望んだことは，現存するよい物が（しかし一般的には利用されていない），それから利
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　益を得ることのできる人々に利用されるようにすることであったからである。私が提案したコ
　　ンプレヘンシヴ組織では，教育上のねらいとその実践についての研究と発展は，必然的にその
　　組織の活力であり，継続的な観察，検討，適用，改善上の問題となるであろう。これはいかに
　　展望が広大であろうとも，教育を全く現状のままにしておく調査や分析を求めるよりも（Hal－
　sey教授のように），遙かに有効な正道であることはまちがいない。
　　　私はこの本が刊行以来，イギリスの二つの政党の考想にいささかでも既に役割を果したらし
　　いことを，幸福に思っている。一つの党は，コンプレヘンシヴ第三のカレッジ（16歳から18
　歳）の巾広い発展案を作りつつある。もう一方の党の実行委員会は更に前進しており，暫定的
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ながらそれはコンプレヘンシヴ・カレッジ形式の大学の考想に，ミ深い注意を喚起している。。
ミ連合大学の考想は，現行制度の利益の点からみて現実性があるか．との問いに対して，その
委員会は次のように述べている。
　「現行の大学は，他のあらゆる型の教育組織にくらべて，特権的地位をそれらに与えてい
る，事務管理上の自治権を伝統的に有している。彼らはこの自治権を様々な時に大体賢明に使
ってきた。彼らはこの権利を高く評価しており，他のことも同じだが，自発的にはこれを手放
しはしないだろう。そのような地位についての倫理をどのように考えようとも一そしてそれ
は確かに非民主的な特徴を具えているが一事実上はそれは早々と幻想となってきているのが
実状である。大学補助金委員会と公共会計委員会を通じての政府の財政管理がきびしいので，
個々の大学はもはや明確な政府の援助なしには，重要な新しい学問的企画を始められないとい
うことを，学長たちははっきり認識している。大学の研究者たちが，真に代表的な管理委員会
の道徳的な権威，したがって巾広い公共の支持をえた基盤を持つ，より大きな強力な機関に，
彼らの機関を提案通りに統合することによってこそ，政府との関係ではある程度の独立を最高
に守れるというのが，われわれの意見である。
　「地方教育当局は，その概念上高等教育の管理を失うことによって，衰退すると考えられる
かもしれない。これに対しては，私はまず地方教育当局は依然重い財政的責任を負わされなが
ら，高等工芸学校の管理はすでにはっきりと失っており，また管理委員会でのその代表権によ
って，新しい制度で非常にに本質的な力を保持するだろうと主張したい。そして第二に，高等
教育の施設の統合は，地域社会の経済的社会的生活を豊かにするであろう。そしてそれは地域
の利益になるにちがいない，と主張したい。
　「最も説得力ある論拠は，二元組織の両側が，ごく近い将来にまちがいなく遭遇する厳しい
財政的圧迫に直面した際に，経験するだろう次のような困難だと，われわれは信じている。す
なわち，労働運動からの圧力と，入口統計上の流れに応じて，労働階級の学生をひきつけるた
めに多様で柔軟な課程と，　ミ教育体系s。を用意しようとして努力する際の困難である。これら
の展開は，超二元組織が統合される必要と，それを困難にしている制度上の障害に打ち勝つ必
要を明らかにしてくれるだろう。
　「過去の対抗と誤解のため，各機関の職員の統合は，何らかの問題なしに行われるとは考え
られない。しかしながら給与構造と勤務条件の一致（それ自身問題ではあるが）と結びつい
た，大きく増大する相互間の接触と管理業務の交換が，長年のこれらの問題を克服するだろう
と信じる。
　「そのような再編成がどのよのにしてもたらせるかについては，まだよく考えてみなければ
ならないが……。新しい大学の設立を考想する未来の労働党政府が実験的に，特定の地域の現
存の非大学機関の集合体からそれを形成しようと努めるだろうということは，決して信じがた
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いことではない。……もしその着手が寛大で直接的財政援助により成功すれば，生きた模範と
なり，現行機関への経済的政治的圧力がふえるにつれて，一層魅力的なものとなるであろう。
注　（1）なおこの本は，　「内外教育」の書評欄（第3227号，昭和56年3月10日，時事通信）でも，　「開
　かれた大学教育への提案」　（間瀬正次大東文化大学教授）としてとりあげられている。あわせて参照
　されたい。
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